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男女共同参画に関する市民意識調査 結果概要 
 

平成 22 年１月 市民活力推進局 

 
１ 調査目的 

  市民の誰もがいきいきと豊かに暮らしていくため、男女が互いに人権を尊重し、社会の対等な

構成員として、それぞれの個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の形成を目指して、

横浜市では、平成 13 年に横浜市男女共同参画推進条例を制定し、条例の目的を達成するために
取り組むべき施策を行動計画としてまとめ、事業を実施しています。 

  本調査は、市民の男女共同参画に関する意識、実態等の現状及びその推移を明らかにすること

で、横浜市における男女共同参画推進における課題を把握し、次期横浜市男女共同参画行動計画

の策定における基礎資料として活用するとともに、横浜市の男女共同参画施策をさらに推進する

ために実施しました。 
 
２ 調査概要 

（１）調査対象 横浜市内在住の満 18 歳以上の男女 5,000 人（うち外国籍市民 100 人） 

（２）抽出方法 住民基本台帳及び外国人登録原票による無作為抽出 

（３）調査方法 郵送配布・郵送回収法 

（４）調査期間 平成 21 年８月 20 日～９月５日 

（５）回収結果 有効回答者数 2,000 人（うち外国籍市民 11 人）、有効回答率 40.0％ 

 

３ 回答者の属性 

（１）性別 

   男性が 862 人（43.1％）、女性が 1,105 人（55.3％）となっています。 

男性, 43.1 女性, 55.3

無回答, 1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数（n=2,000）

 
（２）年代 

   男性では 70 歳以上が、女性では 60 代が多いものの、比較的均等に分布しています。 

12.2

10.3

11.2

18.6

17.7

18.1

18.4

16.1

17.1

14.9

14.0

14.4

21.2

19.8

20.5

14.3

21.8

17.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性（n=1,105）

男性（n=862）

全体（n=2,000）

10代・20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

   
   ※回答者の年齢構成は、横浜市全体の実際の年齢構成とは差異があることに留意する必要があります。 
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４ 調査結果概要 

 

 学校では平等だが、社会にでると多くの場面で男性優遇 

（１）男女の地位の平等感の有無（問２） 

   「学校教育の場」では、“平等になっている”と思う割合が高くなっていますが、「社会通念・

慣習・しきたりなど」、「政治の場」、「就職活動の場」、「職場」をはじめ、さまざまな分野を総

合的にみた「社会全体」では“男性の方が優遇されている”と思う割合が高くなっています。 
   いずれの分野でも、“男性の方が優遇されている”と感じている割合は、女性の方が男性よ

りも高くなっています。 
 

 

7.7

3.7

10.8

13.6

9.0

17.0

13.5

8.4

17.6

1.4

1.0

1.7

41.7

32.4

49.1

50.0

49.4

50.3

48.6

47.3

49.5

11.1

33.4

43.4

25.5

16.7

22.5

12.5

18.7

24.1

14.6

61.7

65.3

59.1

9.2

4.5

1.3

6.5

2.3

5.8

14.5

15.8

10.7

12.0

21.6

21.3

21.9

4.9

8.5

1.8

3.1

2.5

2.2

4.2

2.4

1.8

6.6

0.6

0.9

0.8

0.9

1.4

1.2

0.1

1.3

0.6

1.4

1.9

9.0

12.4

7.2

6.5

3.2

2.5

1.9

2.9

3.0

2.9

3.0

3.3

3.2

3.6

3.4

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

全体

男性

女性

全体

男性

女性

全体

男性

女性

男性の方が非常に優遇 どちらかといえば男性の方が優遇
平等になっている どちらかといえば女性の方が優遇
女性の方が非常に優遇 わからない
無回答

家庭生活

就職活動の場

職場

“男性の方が優遇”

全体　n=2,000
男性　n=  862
女性　n=1,105

学校教育の場
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4.4

1.9

6.3

21.3

11.7

28.9

7.7

2.7

11.6

18.3

9.2

25.4

10.0

4.5

14.6

23.5

18.3

27.3

44.2

44.3

43.6

31.0

23.7

36.6

55.4

58.6

52.9

58.9

55.8

61.2

40.2

46.8

35.0

17.8

26.9

37.4

50.8

27.1

12.0

16.8

16.9

23.2

11.9

5.5

6.8

4.3

5.9

8.2

4.0

4.3

1.9

1.0

23.2

23.1

23.6

12.2

12.4

14.1

10.4

16.9

8.8

8.6

7.2

8.4

11.0

2.4

6.6

2.0

3.2

2.6

0.9

2.3

1.5

0.6

0.8

0.3

1.0

0.6

0.3

1.0

0.1

0.3

0.2

0.5

0.8

0.7

6.8

7.1

9.2

11.8

2.7

2.3

2.8

2.9

2.6

3.1

3.1

2.3

3.5

2.4

2.0

2.4

2.2

2.0

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性

女性

全体

男性

女性

全体

男性

女性

全体

男性

女性

全体

男性

女性

男性の方が非常に優遇 どちらかといえば男性の方が優遇

平等になっている どちらかといえば女性の方が優遇

女性の方が非常に優遇 わからない
無回答

全体　n=2,000
男性　n=  862
女性　n=1,105

自治会・
町内会等の
活動の場

政治の場

法律や
制度の上

“男性の方が優遇”

社会全体

社会通念・
慣習・
しきたりなど
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 「男は仕事、女は家庭」という考えについて、 
否定的な考え方が肯定的な考え方を下回る 

 

（２）性別役割分担意識（問３） 

   「男は仕事、女は家庭を中心にする方がよい」という考えについての意識を性別にみると、

女性は肯定的な考え方と否定的な考え方が同程度ですが、男性は肯定的な考え方が否定的な考

え方を大きく上回っており、男女間で意識の差がみられます。 

9.7

11.5

8.1

29.3

34.9

24.4

32.5

30.2

34.5

6.8

6.0

7.3

19.7

15.4

23.3
0.6

0.7

0.7

1.6

1.3

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=2,000）

男性（n=862）

女性（n=1,105）

そう思う どちらかといえばそう思う
どちらともいえない どちらかといえばそう思わない
そう思わない わからない
無回答

肯定的な考え方 否定的な考え方

 
 
   過去の調査と比較すると、今回調査では初めて、否定的な考え方が肯定的な考え方を下回り

ました。 

9.7

20.3

20.4

29.3 32.5

39.7

39.7

6.8 19.7

38.1

39.6

0.7
1.5

1.9

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

21年度
（n=2,000）

17年度
（n=1,929）

14年度
（n=1,736）

そう思う どちらかといえばそう思う
どちらともいえない どちらかといえばそう思わない
そう思わない わからない
無回答

肯定的な考え方 否定的な考え方

 
    ※今回調査では、選択肢に「どちらかといえばそう思う・そう思わない」を追加している

ため、単純な比較はできません。 
 

今回調査で、肯定的な考え方が多くなったことの原因については、現時点では明らかなこと

は言えず、次回以降の調査において、推移をみる必要があります。 
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 女性が仕事を持つことには肯定的 でも出産したら一度やめて、 
子どもが大きくなったら再就職がよい という考えが多い 

 

（３）女性が仕事をすることに関する意識（問３） 

   「女性は、結婚や出産をしても仕事を続ける方がよい」、「女性は、出産を機に仕事をやめて

家庭に入るが、子どもが一定の年齢に達したら、再び仕事につく方がよい」及び「男女ともに、

仕事を持ち経済的に自立する方がよい」との考えについては、肯定的な考え方が否定的な考え

方を上回っています。 
   このように、女性が仕事を持つことについては肯定的に捉えられていますが、「女性は、結

婚や出産をしても仕事を続ける方がよい」という考えよりも、「女性は、出産を機に仕事をや

めて家庭に入るが、子どもが一定の年齢に達したら、再び仕事につく方がよい」との考えの方

が多いことがわかります。 
 

16.9

4.1

20.8

21.1

24.5

10.3

33.0

27.4

42.3

40.6

35.2

27.9

34.8

8.0

14.7

15.0

6.4

27.3

46.72.3 4.7

3.1

4.5

4.9

7.1

2.0

1.9

1.7

2.0

2.1

1.4

1.7

1.6

1.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性は、結婚や出産をしても
仕事を続ける方がよい

女性は、結婚や出産を機に
仕事をやめて家庭に入る方がよい

女性は、出産を機に仕事をやめて
家庭に入るが、子どもが一定の

年齢に達したら、再び仕事につく方がよい

女性は、仕事にはつかず
家庭に入る方がよい

男女ともに、仕事を持ち
経済的に自立する方がよい

そう思う どちらかといえばそう思う
どちらともいえない どちらかといえばそう思わない
そう思わない わからない
無回答

肯定的な考え方 否定的な考え方
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 結婚することや「結婚」という形式にはこだわらないが、 
子どもをもつのは結婚が前提 

 

（４）結婚・離婚に関する意識（問３） 

   「『生涯独身』という生き方があってもよい」、「『結婚』という形式にとらわれず、『パート

ナーと暮らす』という生き方があってもよい」といった考えについては、肯定的な考え方が多

く、「結婚」にこだわらない意識がみられます。 
また、「『結婚』をしても、必ずしも子どもを持つ必要はない」という考えについては、肯定

的な考え方が否定的な考え方を上回っていますが、「『結婚』をしないで、『子どもを産み育て

る』という生き方があってもよい」という考えに対しては、否定的な考え方が多くなっていま

す。 
 

38.8

29.0

16.4

40.1

15.7

19.6

13.0

27.2

18.8

18.8

18.3

25.8

17.8

8.5

10.8

12.3

4.8

16.7

13.529.1 15.2

17.2

5.2

13.0

30.3
3.3

3.9

3.5

3.0

3.7

1.7

1.7

1.4

1.4

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「生涯独身」という生き方があってもよい

「結婚」という形式にとらわれず、「パートナー
と暮らす」という生き方があってもよい

「結婚」をしないで、「子どもを産み
育てる」という生き方があってもよい

「結婚」をしても、必ずしも
子どもを持つ必要はない

夫婦間の愛情や信頼がなくなれば、
離婚するのもやむを得ない

そう思う どちらかといえばそう思う
どちらともいえない どちらかといえばそう思わない
そう思わない わからない
無回答 肯定的な考え方 否定的な考え方
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 家事・子育て・介護の役割分担の理想と現実 
～もっと男性も参加できるように 

 

（５）家事等・子育て・介護の役割分担の実態（問４、問５、問６）及び理想（問７） 

   家事や子育て、介護における役割分担の理想と実態をみると、理想では、多くの項目で「夫

（男性）と妻（女性）が同じ程度」とする割合が高いのに対し、実態はほとんどを「主に妻（女

性）」が担っている割合が高くなっています。 
 

0.5

4.9

4.2

4.3

9.3

14.2

17.3

17.9

5.8

30.7

14.1

35.9

22.3

30.4

14.9

21.6

7.0

30.5

13.2

44.0

17.6

54.8

86.5

27.1

71.6

32.3

66.1

30.1

71.9

47.8

83.9

50.6

72.3

14.0

47.3

24.2

36.2

6.8

27.8

5.8

34.5

6.4

26.7

11.6

24.1

14.5

1.2

2.8

2.1

1.3

3.3

3.3

1.9 3.4

2.4

3.6

3.3

3.7

2.8

3.0

2.7

2.9

2.6

3.0

2.6

2.8

2.6

2.8

2.4

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理想

実態

理想

実態

理想

実態

理想

実態

理想

実態

理想

実態

理想

実態

主に夫 夫と妻が同じ程度 主に妻 その他 無回答

食事の用意

食事の後かたづけ

食料品・
日用品の買物

掃除

洗濯

日常の家計管理

自治会・
町内会等の活動

理想　n=2,000
実態　n=1,401

家事等

 
  ※上記グラフでは、調査における選択肢「家族で交代・分担」、「有償サービスの利用」及び「そ

の他」をまとめて「その他」としています。 
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0.2

0.3

1.5

3.9

1.5

0.4

0.3

30.4

8.9

43.1

19.9

50.4

26.4

38.8

8.3

67.3

53.7

63.7

31.5

59.9

31.2

42.6

81.6

25.6

68.5

8.2

45.7

27.1

73.6

5.9

36.2

6.3

48.7

13.3

52.5

16.9

20.9

6.2

22.0

8.6

22.3

10.1

15.1

16.1

16.4

9.5

1.7

1.8

1.6

9.6

14.2

0.5

0.3

4.5

12.5

3.6

6.5

10.0

5.9

10.2

4.7

10.1

6.5

10.3

5.0

9.8

5.0

10.1

4.7

10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理想

実態

理想

実態

理想

実態

理想

実態

理想

実態

理想

実態

理想

実態

主に夫 夫と妻が同じ程度 主に妻 その他 無回答

ミルク・食事の世話

おしめの取替え・
排泄の世話

お風呂に入れる

保育園や
幼稚園の送迎

しつけをする

勉強をみる

幼稚園・学校の
行事への参加

理想　n=2,000
実態　n=　337

子育て

 
※上記グラフ及び左下のグラフでは、調査における選択肢「家族で交代・分担」、「有償サービ

スの利用」及び「その他」をまとめて「その他」としています。 
 
高齢の親の介護 

 

主に夫,
1.0

無回答
9.5

主に妻 4.7

夫と妻が
同じ程度
50.4

その他
34.6

理想
（n=2,000） 無回答

2.6%

その他
20.2%

男性
19.3%

女性
57.9%

妻
28.1%

娘
19.3%

夫
16.7%

その他
17.5%

息子の
配偶者
10.5%

兄弟姉妹
1.8%

孫
0.9%

娘の
配偶者
0.0%

息子
2.6%

実態
（n=114）
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 男性が家事などに参加するために必要なことは…？ 

（６）男性が女性とともに家事、子育て、介護、地域活動などに積極的に参加するために必要なこ

と（問 13） 

   今後、男性が女性とともに家事等に積極的に参加するために必要だと思うことは、「労働時

間短縮や休暇をとりやすくすることで、仕事以外の時間をより多く持てるようにする」ことが

最も多く、特に男性でその割合が高くなっています。また、男性では次いで「男性の仕事中心

の生き方、考え方を改める」が多く、仕事に対する関わり方や考え方を変える必要があるとの

認識が高いことがわかります。 
（３つまで複数回答） 

33.0

10.7

0.7

26.7

29.8

11.0

10.9

9.5

11.0

3.2

3.1

1.2

34.8

11.6

0.2

33.4

6.7

46.7

32.6

32.6

13.8

11.9

9.7

2.7

1.9

7.7

4.9

49.7

31.2

34.7

7.3

38.8

44.9

30.9

34.8

15.6

12.5

8.8

2.3

0.8

8.2

7.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

労働時間短縮や休暇をとりやすくすることで、

仕事以外の時間をより多く持てるようにする

男性が家事などを行うことに

対する男性自身の抵抗感をなくす

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよく図る

男性の仕事中心の生き方、

考え方を改める

社会の中で、男性が家事などに

参加することに対する評価を高める

年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等に

ついての当事者の考え方を尊重する

男性が子育て、介護、地域活動を行う

ための仲間（ネットワーク）づくりをすすめる

男性の家事などに対する関心が

高まるよう啓発や情報提供を行う

講習会や研修等を行い、男性の

家事、育児、介護の技能を高める

男性が家事などを行うことに

対する女性の抵抗感をなくす

その他

特に必要なことはない（男性の参加は必要）

男性は積極的に参加する必要はない

無回答

全体（n=2,000）

男性（n=862）

女性（n=1,105）
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 仕事と家庭生活等との調和を希望しているのに、現実は単一活動優先 

（７）生活の中での各活動の優先度の理想と現実（問 14、問 15） 

   生活の中での「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活（地域活動・学習・趣味・付き合い

等）」の優先度の希望と現実をたずねたところ、男性、女性ともに、複数の活動を優先したい

との希望が高くなっていますが、現実には、男性では仕事、女性では家庭生活を中心に、単一

の活動のみを優先している割合が高くなっています。 
 

①「仕事」を優先したい／している 

②「家庭生活」を優先したい／している 

③「地域・個人の生活」を優先したい／している 

④「仕事」と「家庭生活」をともに優先したい／している 

⑤「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先したい／している 

⑥「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先したい／している 

⑦「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先したい／している 

⑧ わからない 

5.0

23.3

8.5

35.4

2.2

14.0

22.1

28.6

20.5

16.8

23.1

38.0

3.0

3.3

3.4

3.6

2.8

3.0

28.0

19.3

33.8

22.9

23.5

16.7

2.7

2.5

2.4

3.0

2.9

2.0

14.7

10.4

10.0

7.5

12.8

17.3

3.8

14.4

2.9

4.1

3.8

4.3

3.2

4.2

4.0

4.3

4.7

3.8

3.3

5.2

18.6 19.6

3.7

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望(n=2,000)

現実(n=2,000)

希望(n=862)

現実(n=862)

希望(n=1,105)

現実(n=1,105)

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 無回答

全体（n=2,000）

男性（n=　862）

女性（n=1,105）
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 仕事と子育て・家庭生活の両立のために求められていることは…？ 

（８）仕事と子育て・家庭生活を両立するために、社会や企業においてあればよいと思う支援 

（問 17） 

   仕事と子育て・家庭生活を両立するために、社会や企業においてあればよいと思う支援は、

労働時間関連では「フレックスタイム」、「半日や時間単位の有給休暇」、「時間外、残業の免除」

などの割合が高く、柔軟な働き方への希望が多くなっています。 
   休暇関連では、「父親のための休暇制度」、「母親のための休暇制度」、「再雇用制度」などの

割合が高くなっています。 
   その他子育て支援については、「地域の保育施設や保育時間の延長など保育環境の充実」を

求める割合が特に高く、支援への強い希望がみられます。 
 
  労働時間関連 

（複数回答） 

50.5

39.4

37.9

35.7

33.2

26.0

24.0

11.9

48.8

34.8

35.8

33.4

33.2

24.0

20.2

11.0

52.3

43.3

39.5

37.5

33.7

27.8

27.1

12.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

フレックスタイム

半日や時間単位の有給休暇

時間外、残業の免除

短時間勤務

在宅勤務

始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ

（労働時間は同じ）

休日出勤の免除

無回答

全体（n=2,000）

男性（n=　862）

女性（n=1,105）
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  休暇関連 

（複数回答） 

51.0

50.8

44.7

38.0

24.2

16.1

14.9

50.3

41.8

38.3

40.0

20.0

17.5

14.4

51.7

58.2

50.0

36.8

27.6

15.0

14.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

父親のための休暇制度（母親の

出産時またはその直後の休暇）

母親のための休暇制度

（産前通院休暇、つわり休暇）

再雇用制度（退職者をパート

タイマー等で優先的に

雇用する制度など）

父親への育児休業割当制度

（パパ・クォータ制度）

育児休業期間の延長

技術習得、福祉活動などを目的

とした企業の休暇・時間短縮制度

無回答

全体（n=2,000）

男性（n=862）

女性（n=1,105）

 

 

  その他子育て支援 

（複数回答） 

60.8

49.4

42.6

41.7

35.8

26.4

15.8

2.8

12.8

60.1

48.5

35.6

40.1

37.4

27.0

17.9

2.4

12.3

61.8

50.7

48.4

42.9

34.8

25.9

14.0

3.1

12.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

地域の保育施設や保育時間の

延長など保育環境の充実

育児休業・介護休業中の賃金

その他の経済的保障の充実

事業所内託児施設

保育所、ベビーシッター等の

保育サービスへの補助

教育手当、貸付など

住宅費用に関する支援

子どもへの祝い金や見舞金

その他

無回答

全体（n=2,000）

男性（n=862）

女性（n=1,105）
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 女性の性の商品化と人権侵害への認識は男女差が大きい 

（９）女性の性が商品として扱われ、女性の人権が侵害されていると思うこと（問 19） 

   女性の性が商品として扱われ、女性の人権が侵害されていると思うことは、「人身売買」の

割合が最も高く、次いで「売買春（援助交際を含む）」、「性風俗店」、「インターネットのアダ

ルト向けサイト」、「アダルト向けの DVD・ビデオやゲーム等」と続きます。 
   総じて、女性よりも男性の方が、女性の人権が侵害されているとの認識が低く、特に「イン

ターネットのアダルト向けサイト」や「アダルト向けの DVD・ビデオやゲーム等」、「女性の
ヌード写真を掲載している新聞屋週刊誌など」で女性と男性の差が大きくなっています。 

 
（複数回答） 

47.6

30.2

57.9

30.6

29.7

23.0

24.8

2.6

4.4

52.2

34.1

6.2
4.2

2.7

30.8

36.2

38.9

40.9

66.4

6.6

62.8

32.7

41.4

65.3

7.2

3.7

2.8

36.7

41.2

44.9

47.1

67.0

66.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

人身売買

売買春（援助交際を含む）

性風俗店

インターネット上の
アダルト向けサイト

アダルト向けのＤＶＤ・
ビデオやゲーム等

女性の性を誇張した広告

女性のヌード写真などを掲載
している新聞や週刊誌など

ポルノ雑誌・コミック

その他

わからない

無回答

全体（n=2,000）

男性（n=862）

女性（n=1,105）
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 性に関する正しい情報を得るためには、学校教育などでの学習が必要 
 教育を始めるべき時期は「小学校高学年」との意見が多い 

 

（10）性に関する正しい情報を得るために必要なこと（問 21） 

   性に関する正しい情報を得るために必要なこととしては、「学校教育での発達段階に応じた

性や人権に関する学習」の割合が最も高く、次いで「性や人権に関する正しい知識の広報、啓

発及び学習機会」となっています。 
（２つまで複数回答） 

65.1

39.1

31.9

18.3

2.5

2.2

3.7

5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

学校教育での発達段階に応じた
性や人権に関する学習

性や人権に関する正しい知識の
広報、啓発及び学習の機会

家庭内での性に関する教育

性に関する相談の充実

その他

特にない

わからない

無回答

 
（11）学校教育の中で性に関する教育を始めるべき時期（問 22） 
   学校教育の中で性に対する教育を始めるべき時期では、「小学校高学年」とする割合が最も

高くなっています。 

15.2

12.9

16.8

58.9

56.8

60.5

16.7

19.7

14.4

1.2

1.5

1.0

0.6

0.5

0.6

0.4

1.1

1.9

3.4

4.1

2.9 3.3

2.7

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=2,000）

男性（n=　862）

女性（n=1,105）

小学校低学年 小学校高学年 中学生 高校生 その他 する必要はない わからない 無回答
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 女性に対する暴力として、身体以外への暴力についての認識は低い 

（12）女性に対する暴力と思われる行為（問 24） 

   夫・パートナーや恋人から女性に対して行われるそれぞれの行為が、暴力にあたると思うか

をたずねたところ、身体的暴力や性的暴力では、「どのような場合でも暴力にあたると思う」

割合が高くなっていますが、その他（精神的・経済的など）の暴力では、比較的認識が低いも

のにとどまっています。 

39.7

41.7

46.7

50.3

61.9

63.2

91.3

60.9

56.0

80.2

91.1

77.8

どのような場合でも
暴力にあたると思う

13.5

15.8

27.2

38.1

41.9

40.5

42.7

2.5

2.9

23.6

26.9

37.3

暴力にあたる場合とそう

でない場合があると思う

12.0

11.9

6.2

5.6

5.6

0.8

0.5

7.6

6.6

1.0

1.6

1.0

暴力にあたると
思わない

5.6

6.0

5.3

6.1

5.4

5.7

5.5

5.8

5.5

無回答

5.2

5.4

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体を傷つける可能性
のある物などで殴る

足で蹴る

平手で打つ

相手が嫌がっているのに
性的な行為を強制する

見たくないのにアダルトビデオ
やポルノ雑誌を見せる

刃物などを突きつけて脅す

生活費を渡さない

「誰のおかげで生活できるんだ」
とか「役立たず」と言う

殴るふりをして脅す

大声でどなる

交友関係や電話を
細かく監視する

何を言っても長時間
無視しつづける

（n=2,000）

 

身
体
的
暴
力 

性
的
暴
力 

そ
の
他
（
精
神
的
・
経
済
的
な
ど
）
の
暴
力
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 女性に対する暴力を防止するために必要なことは…？ 

（13）女性に対する暴力防止への取組として必要なこと（問 25） 

   女性に対する暴力防止への取組として特に必要だと思うことは、「被害者を保護する体制を

充実する」ことが最も多く、過去の調査と比較しても増加傾向にあり、要望が高まっているこ

とがわかります。次いで、「被害を受けた人たちのための相談体制・窓口を充実する」、「暴力

を振るう加害者への対策を進める」などの割合が高くなっています。 
 

（３つまで複数回答） 

52.4

1.4

55.5

28.8

16.6

16.5

1.8

0.7

47.3

35.0

47.5

35.4

12.2

9.7

2.2

0.7

1.2

1.8

17.1

17.1

26.8

34.1

60.1

4.8

54.3

35.7

56.8

57.9

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

被害者を保護する
体制を充実する

被害を受けた人たちのための
相談体制・窓口を充実する

暴力をふるう加害者
への対策を進める

被害者が自立して生活
できるように支援する

犯罪の取締りを強化する

被害を受け悩んでいる
人へ情報を提供する

暴力防止のための
啓発を進める

その他

わからない

無回答

今回調査平成21年度（n=2,000）

平成17年度(n=1,929)

平成14年度(n=1,736)
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 議員や管理職・経営幹部などで女性の参画が望まれている 

（14）女性が少ないあるいは今後増えた方がよい職業や役職（問 27） 

   女性が少ないあるいは今後増えた方がよいと思う職業や役職は、「国会議員、県議会議員、

市町村議会議員」が最も多く、次いで「企業・役所の管理職や経営幹部」、「裁判官、検察官、

弁護士」、「県知事、市町村長」となっています。 
   性別でみると、いずれも女性の方が男性よりも回答の割合が高く、特に「企業・役所の管理

職や経営幹部」ではその差が大きく、意識に違いがみられます。 
 

（複数回答） 

40.7

12.2

41.0

22.7

19.5

3.8

12.4

22.7

44.3

12.1

18.8

3.7

22.2

23.5

39.2

49.0

46.0

36.7

36.3

45.1

15.5

3.5

24.3

24.0

40.9

51.9

50.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

国会議員、県議会議員、市町村議会議員

企業・役所の管理職や経営幹部

裁判官、検察官、弁護士

県知事、市町村長

自治会長、町内会長等

新聞・放送の記者

その他

わからない

無回答

全体（n=2,000）

男性（n=862）

女性（n=1,105）

 




